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 正会員

 賛助会員

 協力企業

合計24社（2024年1月1日現在）会員構成
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活動領域
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ソーシャルメディア
違法有害情報対策
セーフライン
誹謗中傷ホットライン

フェイクニュース対策
Disinformation対策フォーラム
ワクチンデマシンポジウム
ファクトチェック

eコマース
 EC事業者協議会
悪質ECサイト対策

検索その他
海賊版サイト対策

リテラシー教育
秋田県、八戸市
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インターネットに関連した社会問題とSIAの活動変遷
2008/6
青少年イン
ターネット利
用環境整備法
成立

2011/4
ICSA稼働。接続プ
ロバイダによる児
童ポルノサイトの
ブロッキング開始

2014/11
リベンジポルノ
被害防止法成立

2016/12
アメリカ大統領選
挙「フェイク・
ニュース」が問題
化

2017/10
座間市で自殺
願望のある被
害者を殺害す
る事件発生

2018/6
漫画村。知的財産
戦略本部が「イン
ターネット上の海
賊版対策に関する
検討会議」開催

2020/5
誹謗中傷を苦にテ
レビ出演者が自殺
する事件発生

2020/6
新型コロナウィ
ルスに関するデ
マ・偽情報の流
通が問題化

2021/4
プロバイダ責
任制限法改正

2013/11

セーフライン開始

2018/12

海賊版対策
民間実務者会議開始

2020/6

誹謗中傷ホットライン開始
削除に向けた取り組み

2020/6
Disinformation対策フォーラム開始

2016/4〜2021/3/31
インターネット・ホット
ラインセンター事業受託

2022/10
日本ファクトチェックセンター
開始
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セーフライン
・インターネットユーザーから、インターネット上の違法・有害情報について
通報を受け付ける。

・通報を受けた情報やパトロールで発見した情報をセーフライン運用ガイドラ
インに基づき、国内外のサイト運営者等に削除の要請を行う。

・特に深刻な被害をもたらす違法情報に対しては、通報受付だけでなく、
自ら能動的にパトロールを実施し、問題情報の把握に努めている。
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セーフラインで取り扱う情報の一例

セーフラインでは、児童ポルノ、リベンジポルノ等の違法・有害情報を取り扱う。

 リベンジポルノ
本人の意に反して、個人の裸の動画像が掲載されている場合

 児童ポルノ
実在する児童（18歳未満の子供）に対して性的な搾取が行われて
いる動画像が掲載されている場合
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誹謗中傷ホットライン
• 2020年6月29日運用開始。

• ネット上で誹謗中傷に晒されている被害者
からの連絡を受け、コンテンツ提供事業者
に、各社の利用規約に基づいた削除等の対
応を促す通知を行う。

• 立場の弱い私人や個人商店等が対象。

• 被害者が児童/生徒の場合には、保護者や
学校関係者からの連絡も受付ける。

• 新型コロナウィルス感染症罹患者や
アスリートに対する誹謗中傷も対象。



Disinformation対策フォーラム
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• 総務省「プラットフォームサービスに
関する研究会」最終報告書
（2020/2/7）
・法規制の抑制
・民間の自主的な取り組み、
フォーラムの開催を促す

→
過度な法規制を招来しないよう、
民間での対策を総括/検証/推進する必要

総務省「プラットフォームサービスに関する研究会最終報告書」37頁より



Disinformation対策フォーラム
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構成員（有識者） ※順不同/敬称略

• 宍戸常寿（座長）東京大学大学院法学政治学研究科 教授
• 沢田登志子 一般社団法人ECネットワーク 理事
• 瀬尾傑 スマートニュース メディア研究所 所長
• 西田亮介 東京工業大学リベラルアーツ研究教育院 准教授
• 藤代裕之 法政大学社会学部 教授
• 安野智子 中央大学 文学部 教授
• 山口真一 国際大学GLOCOM 准教授

構成員（事業者）
• Facebook Japan株式会社
• Google合同会社
• Twitter Japan株式会社
• ヤフー株式会社

オブザーバー
• 日本新聞協会
• 日本放送協会
• 総務省

事務局
• セーファーインターネット協会
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• 2020年6月から計10回開催。
• 2021年に中間とりまとめの発表及びシンポジウムを開催。

2022年3月、報告書を公表
• リテラシー教育の推進
• ファクトチェック機関の創設

• SNS等で拡散される情報(UGC)についてファクトチェックを担う主体。
• 望ましいファクトチェック機関の在り方についても検討。題材として以下を提言。

• 災害や犯罪の発生から社会不安を増幅させるもの
• 社会的に重大な経済的被害・混乱を生じさせるもの
• 民主主義の存立に多大な影響を及ぼすもの
• 人種や貧富の問題から社会の分断を助長するもの

Disinformation対策フォーラム
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日本ファクトチェックセンター設立（JFC）

• 2022年10月に日本ファクトチェックセンター（JFC）を設立。
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2023年5月31日、IFCNに加盟
（International Fact-Checking Network）

• 活動開始から8ヶ月での加盟承認。
• 日本では、認定NPO法人「InFact」が5月18日に加盟したのに続いて2番目の承認。
• 加盟には半年以上の活動実績、IFCNの委託を受けた評価者の審査通過が必要。

• IFCNはアメリカ・フロリダ州のジャーナリ
ズム研究機関「ポインター研究所」を拠点。
誤情報対策で世界をリードする団体。

• より効果的なファクトチェックのあり方につ
いて情報発信し、世界中で情報の検証に従事
する団体をネットワーク化。

https://www.poynter.org/ifcn/



ガバナンス・体制

1. 運用ガイドラインの制定
2. 運用状況の監督
3. ファクトチェック評価
4. 案件や分野選定の評価

監査委員会

編集チーム

運営委員会

運営委員長曽我部 真裕（京都大学大学院法学研究科教授）
副委員長 山本 龍彦（慶應義塾大学大学院法務研究科教授）
委員 市原 麻衣子（一橋大学大学院法学研究科教授）
委員 小川 一（毎日新聞客員編集委員）
委員 平 和博（桜美林大学教授）
委員 水谷 瑛嗣郎（関西大学准教授）

編集長 古田 大輔
副編集長 宮本 聖二
エディター藤森 かもめ
エディター野上 英文
インターン（6名）
リサーチチーム（3名）

日本ファクトチェックセンター

監査委員長 宍戸 常寿
（東京大学大学院法学政治学研究科教授）
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1. ファクトチェック記事の作成
2. メディアリテラシーの普及
3. 人材育成や講座の開講

1. ガバナンス全体の適正性確認
2. 協賛企業等との利益相反チェック



事業開始からの実績：記事数
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事業開始からの実績：題材分類
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医療・健康, 49

国際, 45

政治, 29

災害, 30

LGBTQ＋, 12

原発・放射能, 13

文化・エンタメ, 9

経済, 7
歴史, 5

事件・事故, 5
環境, 5

ジェンダー, 4
その他, 3

生活, 6

科学技術, 3
メディア, 4

題材の分類

2022年10月～2023年1月31日配信分まで
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災害時に拡散しやすい偽情報・誤情報の類
型を紹介するプレバンキング記事を配信。
災害時の偽情報の5類型として、以下の例を
紹介した。

①実際と異なる被害投稿
②不確かな救助要請
➂虚偽の寄付募集
④根拠のない犯罪情報
➄その他陰謀論

また、実際に拡散したデマの真偽について、
ファクトチェック記事を複数配信した。

能登半島地震に関連したファクトチェック記事
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①実際と異なる被害投稿
「志賀原発から海上に油19800リットルが漏れ始めた」は誤り
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➂虚偽の寄付募集
「仮想通貨で寄付を呼びかけるサイト」は誤り
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➄その他陰謀論
「輪島市の集団避難はビルゲイツの別荘に連れていかれる」は誤り
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能登半島地震に関連した13記事



経緯・経過
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総務省、「プラットフォームサービスに関する研究会」報告書を公表2020年2月

SIA、 「Disinformation対策フォーラム」を設置、全10回2020年6月

SIA、「Disinformation対策フォーラム」、報告書を公表2022年3月

SIA、「日本ファクトチェックセンター（JFC）」を設立、運営開始2022年10月

JFC、IFCNから加盟承認2023年5月

SIA、シンポジウム開催予定2024年4月

SIA、「ワクチンデマ対策シンポジウム」を開催2021年7月



シンポジウムの開催予定
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•今春（4月頃）に、国際大学GLOCOMさんへの委託研究成果
発表を中心に、関係者を集めたシンポジウムの開催を予定

•会場参加またはオンライン参加が可能
•準備が整い次第、SIA/JFCのHP上でご案内予定



民主主義の基盤たる情報空間の健全性維持

ファクトチェック機関
• ファクトチェック記事の発信
• 構造分析、解説記事の配信
• リテラシー教育

プラットフォーマー
• 適切な情報へのアクセス簡易化
• 利用者へのリーチ力を活かした
タイムリーな注意喚起

• ファクトチェック機関への支援

中央省庁
• 民間の取組支援

• 実証実験、技術支援

専門家
• 状況分析、構造分析

• 科学的アプローチの提案

報道機関・メディア
• 取材、記事の発信
• 多様な言論の提示

23

業界団体
• 注意喚起
• 運営母体

• 会員への助言
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課題
• 2022年10月の設立に際し、ヤフー株式会社から1年で2,000万円、

Google.orgから2年間で最大150万ドルの資金援助を受けた。
• さらに2年目となる2023年9月にLINEヤフー株式会社から500万円、
同12月にMetaからは400万円の資金援助を受けた。

ご支援 金額

LINEヤフー 2,500万円
Google.org 150万ドル
Meta 400万円

＊２年合計

活動の継続性確保、安定運営のために、収入源の多角化が急務
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